
耐震義務確認書　様式２

平成　　　年　　　月　　　日

（階数等が不足するときは適宜加筆もしくは別紙に記載してください。）

１階 ２階

３階 ４階

・下記に算定式を明記し、政令で定める要件に該当するかを確認してください。

【計算式：２つの異なる用途に供する場合（用途数により順次追加）】

用途Ａに供する部分の床面積／基準となる用途Ａの床面積＋用途Ｂに供する部分の床面積／基準となる用途Ｂの床面積　≧１

⇒政令で定める要件に該当する建築物となる

※平面図には該当する建築物の部分について、用途と床面積がわかるよう明記し、色塗りをする等わかりやすくしてください。

２．耐震化促進法　規則第２条第２項の確認について

用途 該当する面積 用途 該当する面積

面積表　（複合用途建築物）

用途 該当する面積

１．各用途の床面積について

・要緊急安全確認大規模建築物の用途に供する部分について、階毎に用途と床面積を記入してください。

用途 該当する面積


